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Ⅰ. 2023年度 第３四半期決算



１－１．連結業績概要 １

 売上高（営業収益）は、電気料金の見直しなどにより、１兆2,048億円と前年同期に比

べ249億円の増収となりました。

 営業利益は、燃料価格の低下に伴う燃料費調整制度の期ずれ影響の改善などにより、

1,758億円と前年同期に比べ2,828億円の増益となりました。

 支払利息などの営業外損益を加えた経常利益は1,653億円と前年同期に比べ2,893億

円の増益となりました。

 渇水準備金を取崩し、法人税などを控除した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益

は1,205億円と前年同期に比べ2,872億円の増益となりました。



１－２．連結業績概要

（単位：億円）

2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増 減
（A‐B）

増減率
(A‐B)/B

売 上 高 12,048 11,798 249 2.1%

営 業 利 益 1,758 ▲1,069 2,828 －

経 常 利 益 1,653 ▲1,239 2,893 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益 1,205 ▲1,667 2,872 －

２



２．連結損益計算書 ３

2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増 減
（A-B）

経 常 収 益 12,203 11,938 265

売上高 （営業収益） 12,048 11,798 249

営 業 外 収 益 155 139 16

経 常 費 用 10,550 13,177 ▲2,627

営 業 費 用 10,289 12,868 ▲2,578

営 業 外 費 用 260 309 ▲49

営 業 利 益 1,758 ▲1,069 2,828

経 常 利 益 1,653 ▲1,239 2,893

渇 水 準 備 金 ▲1 ▲5 3

特 別 損 失 － 793 ▲793

法 人 税 ほ か 450 ▲360 811
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益 1,205 ▲1,667 2,872

（単位：億円）



３．経常利益の変動要因【連結】 ４３．経常利益の変動要因【連結】 ４３．連結経常利益の変動要因 ４

2022年度
第３四半期 連 結 経 常 利 益 ＋2,893億円

2023年度
第３四半期

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000
その他

▲1,239

2,210

▲332

1,653

燃調期ずれ
市場価格低下(注)

137

877

（億円）

注：再生可能エネルギー固定価格買取制度における回避可能費用の減少影響を含む。

電気料金
見直し

修繕費増 ▲108

減価償却費増 ▲99  ほか



４．総販売電力量 ５

（単位：億kWh）

 総販売電力量は、384.2億kWhと前年同期に比べ3.9％の減少となりました。

 小売販売電力量は、323.8億kWhと前年同期に比べ1.9％の減少となりました。

 他社販売電力量は、60.4億kWhと前年同期に比べ13.6％の減少となりました。

注1：中国電力の総販売電力量を記載している。
注2：自社用電力に係る小売販売電力量およびインバランス・調整電源等に係る他社販売電力量を含んでいない。
注3：四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

2023年度
第3四半期

（A）

2022年度
第3四半期

（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A‐B）/B

総 販 売 電 力 量 384.2 399.9 ▲15.6 ▲3.9%

小売販売電力量

電 灯 100.7 104.3 ▲3.7 ▲3.5%

電 力 223.2 225.6 ▲2.5 ▲1.1%

計 323.8 330.0 ▲6.1 ▲1.9%

他 社 販 売 電 力 量 60.4 69.9 ▲9.5 ▲13.6%



５．発受電電力量 ６

注1：中国電力の発受電電力量を記載している。
注2：島根原子力発電所２号機は2012年１月から運転を停止している。
注3：他社受電は、インバランス・調整電源等に係る電力量を含んでおり、期末時点で把握している電力量を記載している。
注4：発受電電力量合計と総販売電力量の差は損失電力量等である。
注5：四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

 発受電電力量は、419.3億kWhと前年同期に比べ3.3％の減少となりました。

 自社の水力発電は、24.3億kWhと前年同期に比べ7.2％の増加となりました。

 自社の火力発電および他社受電は、総販売電力量の減少などにより減少しました。

（単位：億kWh）

2023年度
第3四半期

（A）

2022年度
第3四半期

（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A‐B）/B

発 受 電 電 力 量 419.3 433.6 ▲14.4 ▲3.3%

自 社 230.1 238.5 ▲8.4 ▲3.5%

（出水率） (88.4%) (71.9%) (16.5%)

水 力 24.3 22.6 1.6 7.2%

火 力 205.5 215.8 ▲10.3 ▲4.8%

（設備利用率） （ － ） （ － ） （ － ）

原 子 力 － － － －

新 エ ネ ル ギ ー 等 0.4 0.1 0.3 236.8%

他 社 受 電 198.5 206.9 ▲8.4 ▲4.1%

揚 水 動 力 ▲9.3 ▲11.7 2.4 ▲20.8%



６．セグメント情報概要 ７

2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増 減
（A-B）

総 合 エ ネ ル ギ ー 事 業
売 上 高 11,292 11,000 291

営 業 利 益 1,325 ▲1,046 2,372

送 配 電 事 業
売 上 高 3,512 4,187 ▲674

営 業 利 益 380 ▲59 440

情 報 通 信 事 業
売 上 高 330 321 8

営 業 利 益 37 34 2

そ の 他
売 上 高 779 677 102

営 業 利 益 31 14 16

調 整 額
売 上 高 (▲3,866) (▲4,387) (521)

営 業 利 益 (▲15) (▲11) (▲3)

合 計
売 上 高 12,048 11,798 249

営 業 利 益 1,758 ▲1,069 2,828

（単位：億円）

 総合エネルギー事業は、電気料金の見直しなどから増収となりました。また、燃料価格の低下に

伴う燃料費調整制度の期ずれ影響の改善などから増益となりました。

 送配電事業は、基準接続託送収益の増加に加え、需給調整に係る費用の減少などから増益と
なりました。



Ⅱ. 2023年度 業績予想・配当方針



１．連結業績予想の概要 8 

 売上高（営業収益）については、総販売電力量の減少や燃料価格の下落に伴う燃料費
調整額の減少などから、減収を見込んでいます。

 利益については、燃料費調整の期ずれ差益が拡大する見込みであることなどにより、増益を見
込んでいます。

（単位：億円）

自 己 資 本 比 率
14%程度

(16%程度(注))
13%程度

(16%程度(注))

2023年度
今回予想
（A）

2023年度
前回予想

［2023年10月］
（B）

増 減
（A-B）

売 上 高 16,100 16,460 ▲360

営 業 利 益 1,730 1,540 190

経 常 利 益 1,650 1,500 150

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 1,220 1,090 130

11.1%
(13.6%(注))

【参考】
2022年度

実績

16,946

▲688

▲1,067

▲1,553

注： 調達済のハイブリッド社債（2021年12月３日お知らせ済み）のうち500億円、トランジション・リンク・ハイブリッド・ローン
（2022年９月29日お知らせ済み）のうち500億円を自己資本とした場合の自己資本比率。



２．連結経常利益の変動要因（対前回予想） 9

0

500

1,000

1,500

2,000

前回予想 連 結 経 常 利 益 +150億円 今回予想

（億円）

1,500

+310 ▲90

1,650

燃調期ずれ影響
前回予想：+570程度
今回予想：+880程度

出水減 ほか▲70
総販売電力量の減

【 】内は燃調期ずれ影響を除いた利益

…【930】… …【770】…



３．連結業績予想の受け止め 10

 前回予想に比べ、燃料価格の下落に伴い燃料費調整の期ずれ差益が拡大した影響な
どにより、増益を見込んでいます。

 ただし、総販売電力量の減少などの減益影響も生じており、今後も更なる競争の進展が
見込まれることに加え、燃料・卸電力市場価格の先行きも見通し難い状況にあり、依然
として厳しい経営環境にあるものと認識しています。

 引き続き、安全確保を大前提とした島根原子力発電所の稼働や、グループ一体となった
収益力強化および経営全般にわたる効率化、市場リスク管理に最大限取り組むことで
安定的な利益の獲得と財務基盤の回復に取り組んでまいります。



４．前提となる主要諸元 11 

■ 諸元変動による原料費への影響額 （単位：億円）

2023年度
今回予想
（A）

2023年度
前回予想

[2023年10月]

（B）

増 減
（A-B）

総販売電力量（億kWh） 532 540 ▲8

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円／＄） 144 145 ▲1

全日本原油ＣＩＦ価格（＄／b） 87 89 ▲2

原子力設備利用率（％） － － －

2023年度
今回予想
（A）

2023年度
前回予想

[2023年10月]

（B）

増 減
（A-B）

【参考】
2022年度

実績

為替レート （１円／＄） 29 32 ▲3 52

全日本原油ＣＩＦ価格（１＄／ｂ） 20 19 1 19

出水率 （１％） 5 5 － 6

原子力設備利用率 （１％） 10 10 － 12

注１：総販売電力量は中国電力の小売販売電力量と他社販売電力量の合計値。
注２：総販売電力量には自社用電力にかかる小売販売電力量およびインバランス・調整電源にかかる他社販売電力量を含んでいない。

【参考】
2022年度

実績

546.0

135

102.7

－



参考資料（連結経常利益の変動要因[対前年度実績]） 12 

2022年度
（実績） 連 結 経 常 利 益 +2,717億円

2023年度
（予想）

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

▲1,067

1,650

燃調期ずれ影響

（億円）

電気料金見直し

2022年度：▲970程度

2023年度： 880程度＋1,250

＋1,850

▲503

その他

+120

【 】内は燃調期ずれ影響を除いた利益

…【▲97】…

…【770】…

市場価格低下(注)

注：再生可能エネルギー固定価格買取制度における回避可能費用の減少影響を含む。

修繕費増

減価償却費増 ほか



５．配当方針 13 

 2023年度の株主の皆さまに対する利益配分にあたっては、従来の安定配当を基本とする方針
を改め、連結自己資本比率15％に回復するまでは、財務基盤の回復・強化を最優先に行い、
配当性向10％で配当を行うことを2023年５月に公表しています。

 2023年度の配当については、１株につき年間30円、期末25円とする予定としており、2023年
10月に公表している配当予想から修正はありません。

2023年度 2022年度

中 間 ５円 ０円

期 末 25円（予想） ０円

計 30円（予想） ０円

《配当の状況》
（単位：円／株）



（参考）2023年度 第３四半期決算 主要ポイント



１．損益計算書関係・貸借対照表関係【連結】 14 

2023年度 第３四半期 2022年度 第３四半期

損

益

計

算

書

関

係

決 算 概 要
９年ぶり

増収（ +249億円）
増益（+2,893億円）

４年ぶり
増収（ 4,168億円）
減益（ ▲985億円）

売 上 高 １兆2,048億円(注１) １兆1,798億円(注１)

営 業 利 益
1,758億円
（第１位）

▲1,069億円
（第20位）

経 常 利 益
1,653億円
（第１位）

▲1,239億円
（第20位）

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
1,205億円
（第１位）

▲1,667億円
（第20位）

2023年度 第３四半期 2022年度

貸

借

対

照

表

関

係

総 資 産 ４兆1,396億円 ４兆400億円

純 資 産 5,969億円 4,554億円

自 己 資 本 比 率
14.2％

（16.6%(注５) ）

11.1％

（13.6%(注５) ）

有 利 子 負 債 残 高 ３兆851億円 ３兆220億円

注１：2021年度第１四半期から「収益認識に関する会計基準」を適用し、過去の売上高との比較の有意性が失われたことから、
売上高の順位は記載していない。

注２：決算概要における増益・減益は経常利益ベース。
注３：2003年度からの順位。
注４：順位は各決算時点での過去の金額との単純比較。
注５：調達済のハイブリッド社債（2021年12月３日お知らせ済み）のうち500億円、トランジション・リンク・ハイブリッド・ローン

（2022年９月29日お知らせ済み）のうち500億円を自己資本とした場合の自己資本比率。



２．主要諸元 15 

2023年度 第３四半期 2022年度 第３四半期

為替レート

（インターバンク） 143円／＄ 136円／＄

原油ＣＩＦ価格

（全日本） 86.6＄／ｂ 107.9＄／ｂ

海外炭ＣＩＦ価格

（全日本） 205.8＄／ｔ 360.7＄／ｔ

原子力設備利用率 ― ―

注：2023年度 第３四半期の原油および海外炭ＣＩＦ価格は速報値。

■ 主要諸元



（参考）2023年度 第３四半期決算 補足データ



１－１．収支概要（中国電力）

2023年度 第3四半期
（A）

2022年度 第3四半期
（B）

増減
（A-B）

経常収益 11,182 10,823 359

売上高（営業収益） 10,844 10,491 353

電気料金収入 7,839 7,480 359

その他 3,005 3,010 ▲5

営業外収益 337 331 6

経常費用 9,825 11,934 ▲2,108

営業費用 9,593 11,634 ▲2,041

人件費 305 313 ▲7

（再掲）退職給与金 8 5 3

原料費 5,471 7,667 ▲2,195

燃料費 2,854 3,505 ▲651

他社購入電力料 2,617 4,161 ▲1,544

修繕費 357 248 108

減価償却費 378 278 99

接続供給託送料 1,964 1,977 ▲12

その他 1,116 1,149 ▲33

営業外費用 232 299 ▲67

経常利益
（営業利益再掲）

1,357
（1,251）

▲1,111
(▲1,143)

2,468
（2,394）

渇水準備金 ▲1 ▲5 3

特別損失 － 793 ▲793

法人税ほか 314 ▲382 697

四半期純利益 1,043 ▲1,517 2,561

（単位：億円）

16 

中国電力【個別】



１－２．収支概要（中国電力ネットワーク）

2023年度 第3四半期
（A）

2022年度 第3四半期
（B）

増減
（A-B）

経常収益 3,507 4,187 ▲679

売上高（営業収益） 3,497 4,182 ▲684

託送収益 2,465 2,468 ▲3

その他 1,032 1,713 ▲681

営業外収益 10 5 4

経常費用 3,170 4,283 ▲1,113

営業費用 3,125 4,242 ▲1,116

人件費 329 344 ▲15

（再掲）退職給与金 9 8 1

原料費 1,225 2,408 ▲1,182

燃料費 23 18 4

他社購入電力料 等 1,202 2,389 ▲1,186

修繕費 439 387 51

減価償却費 300 289 10

その他 831 812 18

営業外費用 44 41 3

経常利益
（営業利益再掲）

337
(371)

▲96
(▲60)

433
(431)

法人税ほか 93 ▲26 119

四半期純利益 244 ▲69 313

中国電力ネットワーク【個別】

17 

（単位：億円）



２．総販売電力量の月別推移

（単位：億kWh）

注１：中国電力の総販売電力量を記載しています。

注２：自社用電力にかかる小売販売電力量およびインバランス・調整電源等にかかる他社販売電力量を含みません。

注３：（ ）内は、対前年増減率を記載しています。

注４：四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

（単位：℃）＜参考＞月別平均気温実績（広島地方気象台）

■ 2023年度 第３四半期実績

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実績 15.7 19.9 23.3 27.9 30.0 27.2 18.9 14.0 8.2 － － －

平年差 0.9 0.3 0.1 0.7 1.5 2.5 0.1 1.1 0.7 － － －

前年差 ▲0.7 ▲0.1 ▲0.9 ▲0.2 0.8 1.2 0.0 ▲0.9 1.8 － － －
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 累計 1月 2月 3月

総販売電力量 40.1
(▲7.6%)

38.8
(▲3.7%)

39.5
(▲4.2%)

45.3
(▲5.4%)

48.9
(▲3.8%)

47.6
(▲2.6%)

41.6
(▲1.7%)

38.8
(▲3.9%)

43.6
(▲2.3%)

384.2
(▲3.9%)

－ － －

小売
販売
電力量

電灯 11.9
(▲11.2%)

10.1
(▲2.5%)

8.9
(▲2.5%)

10.4
(▲10.4%)

13.1
(▲0.2%)

13.0
(0.5%)

10.0
(▲1.3%)

10.1
(0.1%)

13.1
(▲2.9%)

100.7
(▲3.5%)

－ － －

電力 22.6
(▲5.8%)

22.2
(▲2.4%)

23.9
(▲2.2%)

26.6
(▲1.6%)

28.1
(▲1.2%)

27.9
(1.6%)

25.6
(3.0%)

22.9
(0.6%)

23.5
(▲2.2%)

223.2
(▲1.1%)

－ － －

計 34.5
(▲7.8%)

32.3
(▲2.4%)

32.8
(▲2.3%)

37.0
(▲4.2%)

41.2
(▲0.9%)

40.9
(1.2%)

35.6
(1.8%)

33.0
(0.5%)

36.6
(▲2.4%)

323.8
(▲1.9%)

－ － －

他社販売電力量 5.7
(▲6.4%)

6.4
(▲9.7%)

6.7
(▲12.7%)

8.3
(▲10.4%)

7.7
(▲17.0%)

6.7
(▲20.7%)

6.0
(▲18.0%)

5.8
(▲22.9%)

7.0
(▲1.8%)

60.4
(▲13.6%)

－ － －
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2022/4 2023/4

燃料価格

平均燃料価格
（燃料費調整額として電気料金に反映）

注：燃調期ずれ影響は、実際の燃料費調整額と燃料価格の適用に遅れが無いと仮定した場合の金額の差額です。

2024/3

2022年度 第３四半期
差損 1,380億円程度

2024/12023/1

2023年度 第３四半期
差益 830億円程度



４．燃料調達・消費実績（中国電力）

単位
2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増 減
（A-B）

重 油 万 kL 30 36 ▲6

石 炭 ※ 万 t 399 542 ▲143

LNG ※ 万 t 130 124 6

（１） 調達数量

（２） 消費数量

※販売分を含む

単位
2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増 減
（A-B）

重 油 万 kL 30 28 2

石 炭 万 t 403 453 ▲50

LNG 万 t 97 94 3
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５．設備投資額

中国電力 中国電力ネットワーク

2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増減
（A-B）

2023年度
第３四半期

（A）

2022年度
第３四半期

（B）

増減
（A-B）

設備投資
660

(606)
846                

(793)
▲186

(▲187)
407 376 30

注：（ ）内は、電源関係の設備投資を再掲しています。

21 

（単位：億円）



６．有利子負債・金利・支払利息

（１） 有利子負債（連結）の内訳

2023年度
第３四半期末

（A）

2022年度末
（B）

増 減
（A‐B）

有利子負債残高 30,851 30,220 630

社債 12,610 11,510 1,100

長期借入金 16,967 14,498 2,469

短期借入金 649 995 ▲346

コマーシャルペーパー 400 3,010 ▲2,610

リース債務 223 206 17

2023年度
第３四半期

2022年度

期中平均 0.58% 0.49%

（２） 金利（中国電力）

（単位：億円）

（３）支払利息（中国電力）

2023年度
第３四半期

2022年度
第３四半期

支払利息 92 78

（単位：億円）
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参考資料（当社グループの取り組み）

 中国電力グループ経営ビジョン
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/groupvision.html

 Action Plan （経営計画の概要）
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/gaiyou.html

 中国電力グループ「2050年カーボンニュートラル」への挑戦
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050

 中国電力グループ統合報告書
https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/annual.html

 当社グループは、2020年１月にグループ経営の「目指す姿」や「その実現に向けた取り組みの
方向性」を示すため、2030年をターゲットとする経営ビジョンを策定しました。

 このグループ経営ビジョン実現に向けた実行計画として、Action Plan（経営計画の概要）
を毎年、公表しています。

 また日本政府の2050年カーボンニュートラル宣言を踏まえ、当社グループは「2050年カーボン
ニュートラル」への挑戦を表明しています。

 下記の資料から当社グループの「目指す姿」に向けた取り組みを、ぜひご確認ください。

 一連の不適切事案について、信頼の回復に向けた取り組みの対応状況を公表しています。

 不適切事案を踏まえた再発防止の取り組み状況について
https://www.energia.co.jp/corp/active/preventive/index.html

https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/groupvision.html
https://www.energia.co.jp/ir/irkeiei/gaiyou.html
https://www.energia.co.jp/tokusetu_site/carbon-neutral/index.html?topbnr=cn2050
https://www.energia.co.jp/ir/irzaimu/annual.html
https://www.energia.co.jp/corp/active/preventive/index.html


 当資料のいかなる情報も、当社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。また、
当社は当資料の内容に関し、いかなる保証をするものでもありません。

 投資を行う際には、必ず当社が発行する有価証券報告書等の財務資料をご覧いただいた上
で、ご自身の判断でなされるようお願い致します。

 内容につきましては細心の注意を払ってはおりますが、掲載された情報の誤りおよび当資料
に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社および情報提供者は一切
責任を負いかねます。

 当資料に記載されている当社の現在の計画、戦略などのうち、歴史的事実でないものは、将
来の実績等に関する見通しであり、これらの将来予測には、リスクや不確定な要因を含んでお
ります。そのため、実際の業績につきましては、記載の見通しと大きく異なる結果となる
ことがあり得ます。従って、当社として、その確実性を保証するものではありませんのでご了承く
ださい。

＜お問い合わせ先＞

〒730-8701  広島市中区小町4-33

中国電力株式会社 経営企画部門 ＩＲ・経営分析グループ

Tel 082-544-2786

Fax 082-544-2792

URL https://www.energia.co.jp/ir_info/index.html


